
国の私学助成の増額と拡充に関する意見書 
 
私立学校は、国公立学校とともに国民の教育を受ける権利を保障する上で重要な役

割を担っており、国においても、学費の公私間格差是正を目的とした私立学校振興助

成法を昭和５０年に制定し、文部省による国庫助成たる各種助成措置を講じてきたと

ころである。 
しかし、地方自治体では、財政難を理由とした私学助成削減の動きが急速に広がっ

ている。愛知県においても、「財政危機」を理由として平成１１年度に総額１５％、

生徒一人あたり約５万円に及ぶ経常費助成（一般）の削減がなされた。 
その後、県の私学関係予算は、国の私学助成の増額ともあいまって、単価では増額

に転じつつあるが、総額抑制は続いており、１５％カットの傷跡は深く、少子化によ

る生徒減とも重なって、多くの学園の経営は深刻な事態となっている。このままでは、

学費と教育条件の公私格差が一層拡大し、緒についた教育改革にも重大な影響が出る

ことは必至である。 
さらに、長引く不況で、私学に通わせる父母の経済的負担はもはや耐え難いものと

なり、「経済的理由」で退学したり、授業料を滞納する生徒が急増している。また私

学を選びたくても選ぶことのできない層がますます広がり、学費の公私格差が学校選

択の障害となり、「教育の機会均等」を著しく損なっている。 
このような私学を取り巻く厳しい状況の中で、都道府県における私学助成制度の土

台となっている国の私学助成が果たす役割はますます大きくなっている。 
今年度予算では、前年度実績が堅持されたが、しかし、現在もなお、国の「骨太方

針」では、「５年間にわたり、１％削減」方針が打ち出されている。 
貴職におかれては、父母負担の軽減と教育改革を願う広範な父母国民の要求に応え、

学校と教育を最優先する施策を推進することこそが望まれている。 
よって、当議会は政府に対し、国の責務と私学の重要性にかんがみ、私立学校振興

助成法に基づく国庫補助制度を堅持するとともに、私立高校以下の国庫補助金とそれ

に伴う地方交付税交付金を充実し、私立高等学校以下の経常費補助の一層の拡充を図

られるよう強く要望する。 
併せて、父母負担の公私格差を是正するための授業料助成の充実と、専任教職員増

など「教育改革」の促進を目的とした特別助成の実現を強く要望する。 
以上、地方自治法第９９条により、意見書を提出する。 
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